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東京都立清瀬特別支援学校いじ め防止基本方針 

 

１ いじ め問題への基本的な考え方 

本校では、 全職員が「 いじ めはどの学校でも 起こ り 得る と いう 認識をも ち」 （ 東京都いじ め防止対

策基本方針） 以下の観点において、 学校全体で組織的な対応を行う 。  

（ １ ） 人権、 健康、 安全を守る 学校作り を進める ための教育環境整備（ 未然防止）  

（ ２ ） 児童・ 生徒が生き る 力を育むための教育活動の実践と 改善（ 未然防止）  

（ ３ ） 保護者と の信頼関係の構築（ 未然防止）  

（ ４ ） いじ め問題に対する 全教職員の共通理解と 迅速かつ丁寧な対応（ 早期発見・ 早期対応）  

（ ５ ） 問題発生時における 学校全体の組織的対応と 地域関係機関と 連携（ 早期対応）  

 

２ いじ め防止等のための組織 

（ １ ） 学校いじ め対策委員会 

ア 設置の目的 

本委員会は、 いじ めの早期発見及び早期解決のための取り 組みを推進し 、 校内外における いじ

めの根絶を目指すこ と を目的と し 、 「 いじ め防止対策推進法（ ２ ２ 条） 」 に基づいて、 「 いじ め

対策委員会」 を設置する 。  

イ  取組内容 

本委員会は、 情報の収集と 実態把握・ 相談活動の充実を図る 。 その際は、 児童・ 生徒や保護者

の思いや立場に立った視点で正確な情報が得ら れる よ う に努める と 共に、 職員の指導力向上、 い

じ めの未然防止・ 早期発見、 いじ め事案が発生し た場合の適切かつ迅速な対処ができ る こ と を目

指し て、 次の業務を遂行する 。  

〇学校いじ めの未然防止の体制整備及び取り 組み 

〇学校いじ めの状況把握及び分析 

〇学校いじ めを受けた被害児童・ 生徒に対する 相談及び支援 

〇学校いじ めを受けた被害児童・ 生徒の保護者に対する 相談及び支援 

〇学校いじ めを行った加害児童・ 生徒に対する 指導 

〇学校いじ めを行った加害児童・ 生徒の保護者に対する 助言 

〇外部専門機関と の連携 

ウ  会議 

委員会は、 原則、 年３ 回開催をする 。 一人一人の教職員が、 気付いた全ての「 いじ めやいじ め

の疑いがある 状況」 を迅速に学部主幹、 生活指導主任に報告し 、 学部主幹、 生活指導主幹は「 企

画調整会議」 にて報告し 、 校長の判断によ り 、 臨時で「 いじ め対策委員会」 を開催する 。  

エ 委員構成 

本委員会は、 校長、 副校長、 教務主幹、 生活指導主幹、 学部主幹、 特別支援教育コ ーディ ネー

タ ー、 養護教諭、 校長が指名する 職員等によ って構成する 。  

  



（ ２ ） 学校サポート チーム 

ア 設置の目的 

学校サポート チームは、 学校いじ め対策委員会を支援する 。 いじ めや問題行動への効果的な対

応と 未然防止を図る ために、 学校、 家庭、 地域、 関係機関が一体と なった取組を進める ために設

置する 。  

イ  会議 

○児童・ 生徒の問題行動への対応において、 地域住民、 関係機関と 迅速かつ適切に連携・ 協力

でき る サポート 体制を確立する 。  

○｢学校いじ め対策委員会｣を支援し 、 いじ め問題等の対応の充実を図る こ と を目的 

〇原則、 年２ 回開催する 。 その他、 校長が必要と 判断し た時に開催する 。  

ウ  委員構成 

校長、 副校長、 教員（ 生活指導主任等） 、 保護者代表、 ス ク ールサポータ ー（ 警察） 、 福祉施

設職員、 臨床発達心理士、 その他校長が必要と 認める 者によ り 構成する 。  

 

３  段階に応じ た具体的な取組 

（ １ ） 未然防止のための取組 

ア 学級担任は、 日々の児童・ 生徒の様子や変化について観察し ていく こ と を習慣化する 。  

イ  各教科授業や学校教育活動全体を通し て、 基本的な人間関係づく り や人権意識を高める 授業を

行う と 共に、 児童・ 生徒が主体的に考え、 活動でき る 教材の工夫に努める 。  

ウ  日々の連絡帳での保護者と のやり 取り を通し て、 児童・ 生徒の様子や変化に早期に気付き 、 環

境改善を行っていく 。 ま た、 個人面談を通し て保護者と 連携し ながら 未然防止に努める 。  

エ いじ めに関する 研修を年回３ 回、 教職員向けに実施をする 。  

 

（ ２ ） 早期発見のための取組 

ア 校内研修等の機会を通じ て、 すべての教職員がいじ めの定義を正確に理解し 、 初期段階でいじ

めに気付く こ と ができ る よ う にする 。 教職員が「 いじ めやいじ めの疑いがある 状況」 を「 学校い

じ め対策委員会」 に報告し 、 「 学校いじ め対策委員会」 が事実確認の方策について協議し 、 教職

員の役割分担等を行い、 組織的な対応をする 。  

イ  「 日常生活の指導の時間」 では、 児童・ 生徒の実態把握や人間関係を細かく 観察する 中で、 友

人関係のト ラ ブルに早期対応をし ていく 。  

ウ  学年主任及び学年集団は、 担任が一人で抱え込ま ないよ う に、 学年会等において児童・ 生徒の

実態把握に努め、 いじ めの状況改善について組織的な対応策を検討する 。  

エ 学校における 相談窓口を副校長・ 生活指導担当主幹と し 、 学校便り 等で家庭への周知を図る 。  

オ いじ め対策委員会を定期的に開催し 、 各学部・ 学年の児童・ 生徒のいじ めの実態についての情

報交換を行い、 学校全体での情報の共有化を図る 。  

キ 相談活動が円滑に進めら れる よ う に、 進路指導室や教育相談室等の整備を行い、 相談し やすい

環境づく り に従事する 。  

（ ３ ） 早期対応のための取組 



ア 「 学校いじ め対策委員会」 は、 被害の児童・ 生徒が感じ ている 心身の苦痛の程度や、 加害の子

供が行ったいじ めの行為の重大性等に鑑み、 状況を多面的に検証し ながら 協議を行い、 対応方針

を決定する 。  

イ  「 学校いじ め対策委員会」 は、 対応する 教員の経験年数等を考慮し て、 対応経過と 改善の進捗

状況の確認、 対応者への助言をする 。  

ウ  学級担任等が、 被害の児童・ 生徒や加害の児童・ 生徒に対し て、 いじ めの事実、 学校と し ての

対応方針、 対応の経過等を伝える 際は、 必要に応じ て複数の教職員で対応を行う 。  

エ いじ め解消の確認は被害の児童・ 生徒に対する 心理的ま たは物理的な影響を与える 行為が止ん

でいる 状態が少なく と も ３ か月以上つついている こ と と 被害の児童・ 生徒本人及びその保護者に

対し 、 心身の苦痛を感じ ていないかどう かを面談等によ り 確認をする 。  

オ 被害の子供の安全確保と 不安の解消のため、 「 いじ め対策委員会」 は被害の児童・ 生徒と の対

応方法を協議し 、 教職員全員が組織的な対応をする 。  

カ 加害の児童・ 生徒に対する 指導及び観察をする ため、 「 いじ め対策委員会」 は加害の児童・ 生

徒と の対応方法を協議し 、 教職員全員が組織的な対応をする 。  

キ 被害及び加害の児童・ 生徒の保護者の理解に基づく 対応をする ため、 双方の保護者に対し て

「 学校いじ め防止基本方針」 の趣旨を丁寧に説明する と と も に、 互いに安心し て学校生活を送る

こ と ができ る よ う にする こ と を目指す。 そのために、 「 いじ め対策委員会」 が対応方法を協議

し 、 組織的な対応を進めていく 。  

ク  必要に応じ て被害及び加害の児童・ 生徒に対し て、 専門的な支援や指導をする ために臨時の

「 学校サポート チーム」 を開催し 対応策を協議する 。  

 

（ ４ ） 重大事態への対処 

ア 重大事態発生の発生判断ができ る よ う に、 教職員によ る 「 重大事態」 の定義についての研修を

年３ 回の校内研修で実施する 。 ま た、 校長は重大事態の発生か否かの判断に迷う と き などは東京

都教育委員会と 協議し 迅速な重大事態発生の判断をする 。  

イ  被害の児童・ 生徒の安全確保、 不安解消のための支援のため、 校長は教育委員会の助言を得な

がら 、 被害の児童・ 生徒の完全な回復と 不安解消のために組織的な支援ができ る よ う に「 学校い

じ め対策委員会」 を開催し 、 学校全体で組織的な対応をする 。  

ウ  加害の児童・ 生徒の更生に向けた指導・ 助言ができ る よ う に、 校長は教育委員会の助言を得な

がら 、 加害の児童・ 生徒がいじ めは絶対に許さ れないこ と 理解し 、 実践でき る よ う に「 学校いじ

め対策委員会」 を開催し 、 学校全体で組織的な対応をする 。  

エ 「 学校いじ め対策委員会」 は必要に応じ て「 学校サポート チーム」 の緊急会議を招集し 、 地域

社会が一体と なって問題の解決に当たる 体制を確立する 。  

  



４  保護者と の連携及び啓発活動 

（ １ ） 保護者会や個人面談を活用し 、 子供の健康・ 安全を守る 体制を構築する 。  

 

（ ２ ） 児童・ 生徒が、 学校生活に対する 不安等がみら れる よ う な場合やいじ めに関する 訴えがある 場

合等、 日々家庭と 連絡（ 連絡帳や電話連絡等） を密に取る 中で、 重大な事態に陥ら ないよ う 連

携し ていく 。  

 

（ ３ ） 学校通信等を活用し 、 保護者向けに「 いじ め問題」 への理解啓発を行う 。  

 

５  学校評価アンケート によ る 評価と 改善 

（ １ ） 学校評価アンケート の項目に、 「 人権に配慮し た指導」 「 安心・ 安全に配慮し た教育環境」 を

加え、 児童・ 生徒、 保護者、 教職員、 近隣地域の方々の意見を集約する 。  

 

（ ２ ） 学校運営連絡協議会にて外部評価委員の方々の意見並びに助言を受け、いじ め対策委員会と し て

ま と め、 次年度に向けて環境改善を図っていく 。  


